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　 プ ロ ネ ク サ ス グ ル ー プ は、企 業 の デ ィ ス ク ロ ー

ジャー・IRにおける実務サポートを提供する専門企業

です。私達は、企業から投資家への適正な情報開示や

IR活動を総合的に支援する様々な事業を通じて、投資

家の適正な企業価値評価と投資行動を促進し、企業の

資金調達と成長戦略に貢献し、ひいては、資本市場の

健全な成長、経済や社会の発展に寄与することが自ら

の使命であると認識しています。こうした社会的位置

の重要性をしっかりと受けとめ、プロネクサスグルー

プは、社会に認められ、評価され、尊敬される企業とな

ることを目指したCSR経営を推進しています。

編集方針

●当社は、事業そのものが資本市場と密接に関わる重要な社会
的責任を負っていることから、本報告書では、冒頭に「当社の
社会的役割と事業活動」を掲載しています。

●本報告書における活動報告の章立ては、当社の「経営理念」と
そこから導き出された「プロネクサス行動基準」、「社会・環境
行動基準」に基づいた5つのCSRのテーマ（フレームワーク）
に基づいて構成されています。

●当社CSR活動の運営管理は、CSR推進委員会によって遂行
され、編集・執筆は推進委員によるものです。

■対象期間：2011年度（2011年4月1日から2012年3月31日
まで）を原則とし、2012年度新たに推進している事項も掲載。

■対象範囲：株式会社プロネクサスを中心とし、活動内容に
よっては該当するグループ会社を含む。

当社事業の
社会的使命の重さを認識し、
CSR経営を推進しています。

【対象範囲を示す言葉】
当社：株式会社プロネクサス
プロネクサスグループ：株式会社プロネクサスおよび株式会社アスプ
コミュニケーションズ、株式会社 a2media、日本財務翻訳株式会社

プロネクサスについて   

ステークホルダーの皆様へ   

お客様満足度の向上   

法令遵守と機密保持   

フェア&オープン   

人権と人財の尊重   

環境保全活動と社会貢献   
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　資本市場における社会的使命の重要性を認識し、お客様の高度

化、多様化するニーズに対応して、4つのサポート機能を伴う製品・

サービスを迅速に提供しています。ITにより実務効率と正確性を向

上させる「システムサポート」、開示書類の適法性・正確性を高める

「コンサルティングサポート」、お客様の実務進行を支援し、品質を

確保する「クライアントサポート」、お客様の機密情報を守る「セ

キュリティサポート」の4つの機能を発揮しながら、お客様の適正

なディスクロージャー・IRを支援しています。

当社の社会的役割と事業活動

企 業 投資家

証券代行証券会社 監査法人 ベンチャー
キャピタル 銀行証券取引所

資本市場

ディスクロージャー・IR

投資

2011.3

27,353

14,067

2011.3

19,003

1,347
668

（単位：百万円）

2009.32008.3

■売上高  ■経常利益  ■当期純利益

22,479

売上高・利益推移（連結）

（単位：百万円）

2009.32008.3

■総資産  ■流動資産

26,081

（単位：百万円）

■総資産  ■自己資本  ●自己資本比率

総資産・流動資産推移（連結） 自己資本推移（連結）

21,094

2,712

24,383

11,305

3,444

14,817

2010.3

19,685

2,052
1,4411,008

2010.3

30,193

14,546

30,193

1,771

2009.32008.3

26,081

22,141

84.9%

24,383

20,733

85.0%

2010.3

21,569

71.4%

27,353

2011.3

21,368

78.1%

区分

上場会社
ディスクロージャー関連

（株主総会関連）
開示業務支援システム・株主総会招集通知
決議通知・配当金関係書類等
（決算関連）
開示業務支援システム・会計連携開示支援システム
有価証券報告書・四半期報告書・決算短信
（IPO・ファイナンス関連）
上場申請書・目論見書・有価証券届出書

印刷物・
デジタルデータ

印刷物・
デジタルデータ

印刷物・
デジタルデータ

デジタルデータ

目論見書・有価証券報告書・届出書
運用報告書・販売用資料
Webサイト構築・更新
投資信託書類作成支援システム
不動産投信業務支援システム

企業情報データベース

株主通信・会社案内　Webサイト構築・更新
電子公告サポート　　英文IRツール
実務教育セミナー
株主総会支援サービス
公告・広告

金融商品
ディスクロージャー関連

データベース関連

上場会社
IR関連等

製品・サービス 製品形態

システム
サポート

コンサルティング
サポート

クライアント
サポート

セキュリティ
サポート

4つのサポート機能

2012.3

17,785

1,636
1,060

2012.3

27,615

15,965

27,615

2012.3

21,830

79.1%

プロネクサスについて
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来の会社法・金融商品取引法に対応した
人員体制に加えてIRの分野でも体制を強
化し、セミナー事業においても、法制度関
連のテーマだけでなく、企業会計、財務、
総務、社員教育分野など、対象テーマを拡
大し、よりお客様ニーズに対応した情報
提供サービスを行いました。

　こうした事業活動を通してCSRの課題
を実践するとともに、当社は、社員参加型
の社会貢献活動を奨励し、社員が自主的
に参加しやすい組織づくりを進めていま
す。2010年４月に、CSR推進委員のメン
バーを5つのチーム（啓蒙・PRチーム、教
育ボランティアチーム、地域貢献・港区
チーム、企画チーム、森林・ファミリー
チーム）に編成し、2年間、環境保全や地域
貢献をテーマとした活動を中心に進めて

事業活動の着実な遂行に
よる社会貢献の重要さ
　日頃から、当社にご関心をお寄せいた
だいているステークホルダーの皆様に心
より感謝申し上げますとともに、当社の
CSR活動についてご報告申し上げます。
　この1年の間に、当社が深く関わる日
本の資本市場、また海外の金融市場に
おいて、企業や組織のコーポレートガ
バナンスに関わる事件、問題が相次ぎ
ました。ディスクロージャー・IR支援の
専門会社として企業の情報開示業務を
下支えしている当社としましても、ガ
バナンスやコンプライアンスの重要性
をあらためて認識した1年でもありま
した。また、資本市場において情報開示
のインフラ的役割を担う当社の社会的
責任の重さについてもあらためて考え
させられ、なによりもまずは事業活動
を 真 摯 に 遂 行 す る こ と こ そ が、当 社

CSR経営における最重要課題と実感し
た次第でございます。
　当社事業環境につきましても、引き続
き厳しい状況にありましたが、経営陣、全
社員が一丸となって「中期経営計画」の目
標達成に向けて努力を重ね、社会的責任
を果たすとともに、お客様満足度を向上
させるための様々な取り組みを実施しま
した。例えば、2013年導入予定の金融庁
の開示システム、「次世代EDINET」導入
に対応して、当社の開示業務支援システ
ム「PRONEXUS WORKS」をバージョン
アップするための開発に積極的に取り組
むとともに、お客様への情報提供を目的
としたセミナーを多数開催いたしました。
また、このシステムを基に開発した投資
信託運用会社向け書類作成システム

「FDS(Fund Document System)」につ
いても、お客様への提案活動を強化し、大
変ご好評をいただくことができました。
　一方、コンサルティングの分野でも、従

社員の自主的な参加による
社会貢献活動の拡大

事業遂行を全うすることで、
社会的使命を果たす。
この基本に則り、CSR経営を
着実に進めてまいります。

代表取締役社長　上野 剛史

ステークホルダー
の皆様へ
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まいりましたが、3年目にあたる2012年
4月には、チームの再編を行い、戸田工場、
大阪支店、名古屋営業所、グループ会社の
株式会社アスプコミュニケーションズの
4つの拠点において新たにチームを結成
し、社会貢献活動推進のための基盤づく
りを進めました。
　地方拠点における本格的な活動は今後
の課題と考えていますが、例えば戸田工
場では、2010年の操業以来、町内会イベ
ントへの参加、工場周辺地区の清掃活動、
防犯パトロールなどを継続的に実施し地
域との関係構築を図っております。2011
年からは、こうした活動に加えて、地域の
小学生を対象とした工場見学会を定期開
催し、地域交流・相互理解をさらに深めて
おります。

　冒頭にも述べましたように、この1年は、
コーポレートガバナンス、コンプライア
ンスというテーマがあらためて企業経営
に問われた年であったと思います。当社
も、ステークホルダーである株主様から、
当社へのご支援のメッセージとあわせて、
コンプライアンスやインサイダー取引防
止ヘの継続的な取り組みについて、たく
さんのご期待、ご意見・ご要望を頂戴しま
した。こうしたご期待に応え、当社が資本
市場において事業を継続する使命の重さ
をあらためて肝に銘じ、引き続き努力し
てまいりたいと存じます。
　また、当社の行動基準をいつ、どんな時
も忘れることなく、お客様に対する「4つ
のPRO」、PROfessional（高度な専門性の
追求）、PROper（適正さと正確さの追求）、
PROmpt（事業環境の変化とお客様ニー

ズへの迅速な対応）、PROgress（進歩・前
進の追求）をしっかりと実践してまいり
ます。また、地域や社会に対しては、社員
としても企業としてもいっそう関わりを
深め、企業市民の一員として、今後もス
テークホルダーの皆様とともに前進して
まいりたいと存じます。

代表取締役社長
上野　剛史

行動の原点に則った
CSR経営を継続する

事業会社としての
ビジネスにおける
行動基準

お客様満足度の向上

法令遵守と機密保持

フェア＆オープン

人権と人財の尊重

環境保全活動と社会貢献

企業市民としての
社会・環境面における
行動基準

PROfessional 
高度な専門性の追求
PROper 
適正さと正確さの追求
PROmpt 
事業環境の変化と
お客様ニーズへの迅速な対応
PROgress 
進歩・前進の追求

法令遵守と機密保持
フェア＆オープン
人権と人財の尊重
環境配慮と社会貢献
本基準の周知と問題解決

プロネクサス行動基準

社会・環境行動基準

知って、参加して、輪（和）をひろげる

私たちはプロフェッショナル集団を
目指します。

私たちはお客様に信頼される
パートナーを目指します。

私たちは法令遵守と
情報セキュリティを追求します。

私たちはグローバルな視点から
優れたサービスを創造し続けます。

私たちは企業市民としての責任に留意し、
持続可能な成長を目指します。

経営理念

2012年度のCSR全社目標

ＣＳＲを社外にもアピールしよう！社員が目指す目標Challenge! CSR 3.0 3

ＣＳＲをレベルアップしよう！社員が目指す目標 2

ＣＳＲを全社に拡大しよう！社員が目指す目標 1

1 行動基準2 テーマと活動領域3

Slogan

CSRテーマと活動

ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 へ
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信頼される
ビジネスパートナー
として、さらに向上を
目指します。

システムとコンサルティングを
活用したサービス体制を
強化する

ファイナンシャル営業第1部 FDS推進グループ

ディスクロージャー営業部 営業第2部 第2グループ

チームリーダー  田邊 徳宏

チームリーダー  伊藤 哲章

投 資 信 託 運 用 会 社 向 け 書 類 作 成 シ ス テ ム「FDS（Fund 
Document System）」の開発とお客様への企画・提案を担当し
ています。システムの提案だけではなく、いかにミスなく効率的
に業務を行えるかを考え、業務フローまでを提案させていただい
ています。お客様が抱える問題は様々ですので「解はお客様とと
もにつくるもの」と考え、一つひとつの問題を解決することに取
り組んでいます。今後も「何かあればプロネクサスが問題を解決
してくれる」と思っていただける、信頼されるビジネスパート
ナーとしてお客様のお手伝いをしていきたいと考えています。

お客様を多数担当していることから、特に、「コミュニケーショ
ン」と「スピード感」を大切にした対応を心がけています。お客様
への訪問・対面営業の頻度をあげて、ご要望へのレスポンスをで
きるだけ早く、確実に行っています。またチームリーダーとして、
部下や後輩の指導、関連部門とのコーディネーションにも力を
入れています。こうした日常業務は営業担当としてはあたりま
えのことですが、地道に継続することによって、お客様との信頼
関係を築くことができると思っています。

お客様満足度の
向上

私たちの取り組み

「4つのPRO」でお客様に価値を提供
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　多様化、高度化するお客様のご要望に
対応するため、各部門で体制強化やしく
みづくりを進めています。
　2011年に設置した業務推進部は営業
部門への業務サポートを行っています
が、2012年は、新たな業務支援として
イントラネットを活用した営業担当向
け実務教育情報の発信や定期研修開催
に加え、営業担当が手作業で行っていた
業務のシステム化、校正紙の電子化・
データ管理など、作業効率とスピードの
向上をサポートすることを通じてお客
様満足度向上に努めました。
　また、2012年は、社内の工程管理シ
ステム「GENE-S.I.S.」が運用開始となり、
受注管理と生産管理システムが一本化
されたことで、社内業務効率が一段と
アップしました。
　2012年 に 設 置 さ れ た シ ス テ ム ソ
リューション推進部は、当社システム
サービスの提案活動を強化し、2013年
に金融庁が導入を予定している「次世代
EDINET」に対応したお客様への情報提
供サービスを推進しました。
　また、ディスクロージャー研究部では、
お客様のご要望にきめ細かく対応する
ため、「お客様担当制」を導入し、書類の
網羅的なチェックや個別ニーズに対応
した情報提供・アドバイスを継続してい
ます。IR部門においても、証券アナリス
トの資格を有するIRコンサルタントが、
専門的見地からの提案を行い、お客様満
足度の向上に努めています。

　当社は、上場企業を対象にした開示業
務支援システム「PRONEXUS WORKS」、
そのオプションサービスである会計連
携開示支援システム「WORKS-i」、さら
に、投資信託運用会社を対象とした書類
作成システム「FDS（Fund Document 
System）」等、システムの提供・運用を

お客様満足度を高める
活動の推進

お客様の業務効率向上を
支援するシステムの提供

サービスの中核とし、お客様の業務効率
向上に貢献しています。
　また、不動産投資信託運用会社のお客
様 向 け に も、業 務 支 援 シ ス テ ム

「FMS(Fund Management System)」
を提供し、2012年は多数のお客様から
ご評価いただきました。さらに、「次世代
EDINET」に 対 応 し た「PRONEXUS 
WORKS」の機能向上、バージョンアッ
プも進めました。
　当社は、こうしたシステムの開発・提
供にあたって、引き続き、アンケート調
査分析やヒアリングを通じて、お客様の
声を反映していきます。

　総勢約80名のコンサルティングス
タッフが、タイムリーな情報提供、問い
合わせへの回答、アドバイス、制度や規
則に基づく校閲等、専門性の高いサービ
スを提供しています。その一環として提
供しているディスクロージャー関連の
冊子である「手引き」「ガイドブック」等
は29品目、合計7万6千部を発行予定で
す（2012年 見 込 み ）。ま た、コ ン サ ル
ティングスタッフと営業担当がお客様
企業を訪問する「個別セミナー」やお客
様にご来社いただく「個別相談会」等も
開催しています。
　セミナー事業としては、会社法・金融
商品取引法はもとより経理財務やIFRS、
さらには法務・労務・税務、海外英文関連
に至るまで様々なプログラムを拡充し、

年間800回以上開催、約30,000名の皆
様にご利用いただいています。2012年
は、特にWebゼミの充実や企業内研修
の提供など、サービスの拡充に努めまし
た。

　当社は、品質マネジメントシステムの
国際規格ISO9001認証を全社で取得し、
製品・サービスに関するお客様満足度の
継続的な向上を目指しています。2012
年は、品質の維持・向上を部門タスクと
して明確化し、全社的な品質管理活動を
推進するために「品質管理部」を新設し
ました。
　また、1983年よりトヨタ生産方式を
源流とする品質・生産性向上活動を行う
NPS研究会に参加し、2011年度の指導
会では、3事業所において39回開催、延
べ570名が参加しました。会員企業が共
同で行う改善研究についても、4回、延べ
12名が参加し、自社の改善活動に活か
しています。
　 当 社 は2009年 に、ISO9001、ISO 
27001、ISO14001の3分 野 に わ た る

「統合マネジメントシステム」の認証を
取得し、「品質」「情報セキュリティ」「環
境保全」を統合したマネジメントシステ
ムを構築し、統合的に運用しています。
また、個人情報の適正な取り扱いのため
に、個人情報保護マネジメントシステム
を構築し、JIS Q 15001の認証を全社
で取得しています。

コンサルティング活動と
セミナー事業の拡充

品質向上のための活動と
マネジメント

お 客 様 満 足 度 の 向 上

私たちの取り組み

お客様を支える 当社サポート体制 （2012年11月現在／スタッフ部門を除く当社単体ベース）

適法・適正・的確・
タイムリーな
ディスクロージャー・IR

制作・製造部門 140名

営業部門 250名

ISO推進・教育部門 5名

企画・クリエイティブ部門 50名

カスタマーサポート部門 50名

情報システム・セキュリティ部門 25名

コンサルティング部門 80名

お客様
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お客様の大切な情報
を守るための
取り組みをレベル
アップしていきます。

社内システムの機能を向上させ
サービスの品質と
セキュリティを担保する

情報システム部 業務システム第2グループ

早川 圭一
今年、新たな工程管理システム「GENE-S.I.S.」が稼動し、この運用
を担当することになりました。従来の製造情報、製造工程、物流工
程等の各工程のシステムを一本化したこのシステムによって、受
注と生産の流れがスムーズになり、業務効率が向上しました。ま
た、製品の納期短縮や、ミス・トラブル防止にも役立っていると思
います。今後もシステムの運用・メンテナンスを通じて、ユーザー
である営業担当者や印刷担当者の要望を吸い上げ、社内のシステ
ム開発や改良に反映していきたいと思います。

情報システム部 業務システム第1グループ

グループリーダー  松村 秀生
情報セキュリティを担保するため、業務系基幹システム運用にお
いてはユーザーのアクセス権の管理を徹底しています。日々の登
録・管理業務を適正に行うだけでなく、年に1度、アクセス権限が
正しく設定されているかどうかのチェック（たな卸し）を全ユー
ザーを対象に一斉に実施しています。開発段階においても、データ
ベースへのアクセス権の分類・設定や不正な操作を監査できるし
くみを導入しています。インサイダー情報に対しては、より厳密な
アクセス権の付与とその管理、システム制御によって、お客様の大
切な情報を厳重に管理していますが、こうした取り組みについて
は、常に現状のレベルで満足してはいけないと考えています。

法令遵守と
機密保持
情報セキュリティ

私たちの取り組み
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インターネット

サーバー サーバー 1 サーバー 2

リアルタイムで
同期化

データセンター運用の強化

メインセンターでの大規
模災害発生時に短時間で
復旧させるため、遠隔サイ
トにDR（ディザスター・リ
カバリー）センターを設置
しています。

冗長化構成

DRセンター メインセンター

当社の情報セキュリティ体制

インサイダー・情報セキュリティ委員会

ＩＳＯワーキングメンバー

委員長（社長） 監査室

個人情報保護管理者

ＩＳＭＳ管理責任者

事務局

委員

　当社事業が社会的なインフラとして
の側面を持つことを認識し、お客様の
開示前のインサイダー情報を含む機密
情報を守り、安全に取り扱うため、情報
セキュリティ体制・システムの強化に
努めています。そのための目標として、

「お客様の利便性や社員の操作性を守
りつつ情報セキュリティ事故ゼロを実
現する」というスローガンを掲げ、グ
ループ全社員が遵守する10項目の行動
指針を定めています。
　体制としては、最先端のITを駆使し
た通信インフラ、ハードウェア、ソフト
ウェア、マネジメント体制を構築し、情
報を安全に送受信・処理・保管するため
のインフラを自社で構築・運用してい
ます。経済産業省の基準をクリアする
震度7対応の免震耐火構造のデータセ
ンター、外部からの不正アクセス検知
システム、サーバーの冗長化、災害に備
えての遠隔サイトのデータセンターと
の同期化、サーバールームの24時間監
視等、金融機関レベルの情報セキュリ
ティインフラを構築しています。また、
インサイダー情報を扱う業務を行うス
ペースを一般業務ラインから隔離し、
そのデータを扱うファイルサーバーも
一般のサーバーとは分離して運用して
います。

　情報セキュリティシステムの一環と
して、システムのIDを厳密に管理して
います。ID権限の変更に伴う申請処理
をワークフロー化してデータ管理し、
監査用データとしても活用しています。
また、システムごとのIDの集約やID権

限の変更処理の自動化に加え、年1回、
全社的に一斉にIDのたな卸しを実施し、
部門単位のID権限の適正さをチェック
しています。2012年は、サーバーへの
ログインについてもID管理を徹底しま
した。
　また、インサイダー取引未然防止の
た め、社 内 基 幹 シ ス テ ム 等 の ア プ リ
ケーションに対するアクセス権の制御
を行い、インサイダー情報は限定・認証
されたIDからのみアクセス可能にする
とともに、アクセス記録の解析・監査を
定期的に実施しています。

　社員が「情報セキュリティ」の重要性を
認識し、ルールを遵守できるようにする
ための啓蒙活動を継続的に推進していま
す。社員として守るべき必須項目を「プロ
ネクサスグループ 情報セキュリティ10
カ条」としてまとめ、グループウェア内お
よび社内の各所に掲示し、適正な行動を
促しています。2012年は、「ウイルス対
策」「eメールの安全な使い方」等、情報セ
キュリティの具体的なテーマに基づく 
eラーニングを新たに実施しました。

インサイダー・
情報セキュリティ活動の
強化

全社員への
「情報セキュリティ」の
啓蒙活動

情報セキュリティ方針と
セキュリティ体制

法 令 遵 守 と 機 密 保 持

私たちの取り組み
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内部監査
執行役員
選任・解任

報告・提案

承認

報告 指示

株主総会

コーポレートガバナンス及び内部管理体制の概要図

各執行部門・各グループ会社

代表取締役

執行役員会

会計監査人/監査法人

※会社法第340条第1項に定める事由による

（2012年6月28日現在）

監査役会

経営会議

コンプライアンス委員会
リスク管理委員会
インサイダー・
情報セキュリティ委員会

選任・解任

会計監査

解任※

監査役 選任・解任

監査役監査

取締役 選任・解任

取締役会

社長室

品質管理部

監査室

法務・コンプライアンス室

インサイダー取引防止への取り組み

コーポレートガバナンス
（マネジメント体制）

　ディスクロージャー・IRを支援する専
門企業の責務として、当社は、インサイ
ダー取引防止のため、組織体制、規則、教
育、実務管理、情報システム、人事制度、監
査等、広範囲にわたる施策に取り組んで
います。組織としては、インサイダー・情
報セキュリティ委員会が中心的な役割を
担い、インサイダー情報の取扱いルール
や未然防止のためのルールの設定、イン
サイダー情報の関与者の削減等を図って
います。

　当社は、全社員を対象とした年2回の
定期研修のほか、グループ会社や協力
会社社員を対象としたインサイダー取
引防止のための定期研修、新入社員向
けの研修、年5回の営業担当者による研
修を継続的に行っています。2012年は、
こ れ に 加 え て、製 造 現 場 の イ ン サ イ

ダー情報取扱い担当者研修を年2回実
施する体制を整えました。
　株式取引規制については、部長職以
上、営業社員、インサイダー情報取扱い
担当者の上場会社株券の売買を全面禁
止とし、他の社員についても売買の際
には事前申請による許可制を導入して
います。また、毎年インサイダー取引防
止のための誓約書の提出を全社員に義
務づけています。

　当社は、株主価値の最大化と株主や
顧客から評価され、永続的な発展と成
長を続けることを目指し、経営を効率
化し、経営責任を適切・公正に遂行する
ため、絶えず実効性の面から経営管理
体制の見直しと改善に努めています。
また、タイムリーかつ正確な経営情報
の開示に努め、経営活動に対する監視・
チェック機能の強化、透明性の向上、コ

ンプライアンス及びリスク管理の徹底
を図り、コーポレートガバナンスを充
実させていくことを経営上の最重要課
題のひとつと位置づけています。

　当社は、経営の意思決定機能と、執行
役員による業務執行を管理監督する機
能を取締役会が持つことにより、経営
効率の向上と的確かつ戦略的な経営判
断が可能な経営体制をとっています。
2012年9月末現在の執行役員は19名
で、うち5名は取締役が兼務しています。
さらに、取締役会に対する十分な監視
機能を発揮するため、社外取締役1名を
選任するとともに、監査役4名のうち3
名を社外監査役としています。

●内部統制
当社は、「内部統制システムの基本方針」
に基づき、全社的なコンプライアンスを
推進するための担当組織、関連規則およ
びコンプライアンスマニュアルを定め、
全社員への継続的な教育を行っていま
す。また、「リスク管理規程」に基づき、全
社的なリスク管理の統括・推進を行うと
ともに、各事業部門がそれぞれの事業範
囲において適切なリスク管理を行う体
制をとっています。
●リスク・コンプライアンス管理　
当社の全社リスク・コンプライアンス管
理は、法務・コンプライアンス室が活動
を統括・推進しています。2012年は、リ
スク管理として、全社的なBCP規程の作
成をはじめ各事業所別の停電や災害等
のリスクに対応した検討を進めました。
コンプライアンスとしては、全社員を対
象にしたコンプライアンスの定期研修
を継続実施しました。

コーポレートガバナンス
に関する基本的な考え方

リスク・コンプライアンス
統合管理体制

インサイダー取引防止
教育と株式取引規制

体制構築

経営管理体制

法令遵守と機密保持
私たちの取り組み

インサイダー取引防止への取り組み
マネジメント体制
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株主アンケート

〈上位7項目〉

〈上位5項目〉

■前回　■今回  （単位:％） （単位:％）

■前回　■今回  （単位:％）

41.2

38.6

11.2

9.3

22.9

24.5

69.8

2.5

41.8

36.7

11.1

9.7

20.8

28.1

71.4

1.2

当社IR活動について特に充実を
希望するもの（複数回答可）

当社IR活動に対する評価

79.0

31.7

27.0

21.2

19.6

17.8

16.3

今後の当社事業に期待すること

満足

普通

不満

業績の向上

新規サービス開発の強化

中・長期経営計画

知名度やブランド力の向上

経営戦略の明確化

M&Aなどによる事業の拡大

海外事業展開

ＨＰでの情報提供

株主向け情報誌

年次報告書

会社説明会

株主総会

〈上位7項目〉

61.9

30.0

22.1

30.0

16.3

■前回　■今回  （単位:％）

58.8

31.8

22.9

27.8

17.2

当社株式購入理由
（複数回答可）

配当利回り

将来性

安定性

財務内容・業績

収益性

事業内容

その他

19.8
17.7

19.5
19.5

　当社は、「自由･公正･透明」な市場原理
に基づいた調達取引を行っています。組
織体制としては、2011年に設置された
購買管理部において、取引先選定、取引
条件の適正化を向上させるため、取引先
の品質や技術、価格などを公平に評価し
ています。また、取引先候補に公平な競
争機会を提供して取引の自由度・公正度
を高めています。こうして選び抜いた信
頼できるパートナー企業とともに、お客
様満足度を高めるため、品質教育や技術
共有を行うだけでなく、安全確保や環境
保全活動についても連携し積極的に取
り組んでいます。また、社員を対象に、関
係法令に適合した調達ができる人材育
成のための教育研修を定期的に実施し
ています。

●株主アンケート　
毎年6月に株主アンケートを実施し、そ
の結果やご意見を当社の施策検討に活
用しています。株主様へも毎年12月に
結果報告を行っています。
●ディスクロージャー・ポリシー　
適 時 開 示 の 方 針、体 制、手 順 を 定 め、
ディスクロージャー・ポリシーとして
東京証券取引所と当社ホームページで
開示しています。
●配当／自社株式取得　
配当については、安定配当をベースに
業績および経営環境等を総合的に勘案
した配当の継続を基本方針とし、原則
30％以上の連結配当性向を基準として
います。2011年度は、年間で17円、連
結配当性向は56.8％となりました。ま
た、当社は、株主への利益還元と資本効
率の向上に資する自社株式取得を重視
し、2012年3月23日 か ら2012年6月
13日までの期間で2,000千株の自己株式

を取得し、2012年6月29日に2,000千株
の自己株式を消却しました。これにより、
発行済株式総数の約10％、3,886千株の
自己株式を保有しています（2012年9月
30日現在）。
●投資家とのコミュニケーション　
個人投資家や機関投資家、アナリスト
の方々との直接のコミュニケーション
の場を設けています。2012年は、2011
年6月に公表した「中期経営計画2011」
の進捗状況と事業動向の理解促進を目
的に機関投資家との個別ミーティング
回数を増やしました。また、株主総会で
も、見やすくわかりやすいスライド上

映によるプレゼンテーションを実施し
ました。国内・海外の機関投資家との間
で は、随 時 取 材 対 応 や 電 話 会 議 等 を
行っています。当社の考え方をお伝え
しながら、投資家の考え方を理解する
ための機会として活用し、経営トップ
へのフィードバックを行っています。
また、個人投資家へのIR強化施策として
は、2012年12月にスマートフォン向
けの当社コーポレートサイトをアップ
したほか、東京証券取引所が毎年主催
する個人投資家向けIRイベントにも継
続的に出展しています。

調達取引先との関わり

株主・投資家との関わり

私たちの取り組み

フェア＆オープン ステークホルダーとの関わり
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働きやすい職場環境
をつくるため
しくみづくりを進めて
います。

社員の能力を向上させ
意欲を高めるため
評価・教育制度を改革する

人事部

人事部

高山 奈穂

志藤 靖予

社員がより働きやすい環境づくりを目指して、就業規則を一部改
正しました。介護や育児と仕事を両立させやすいように、有給取
得方法を見直すとともに、社員の健康回復を支援できるよう、休
職制度の見直しを行いました。このように昨年からワークライフ
バランスを促進する取り組みを強化していますが、一歩一歩着実
に進んでいることを実感しています。また、こうした制度を社員
がスムーズに活用できるように職場での理解度向上や雰囲気づ
くりも今後の課題です。

昨年実施した「営業担当者向け社内研修」の内容をさらに深め、お
取引先様を講師として、お客様と接する際の注意点や、悩み、コ
ミュニケーション手法などをお話しいただき、意見交換を活発に
行いました。また、営業担当者が専門分野のノウハウを十分理解
してお客様からのお問い合わせに的確に対応できるよう、より実
務に対応したテーマ別研修を実施しました。研修の継続はもとよ
り、常に新たな視点、アイデアを盛り込んだプログラムの充実を
図ることが大切だと感じています。

従業員との関わり

人権と人財の尊重

私たちの取り組み

11 CSR  Repor t  2012



2007 2008 2009

（単位：人）

産前産後休暇・育児休暇取得者数

（年度） （年度）2007 2008 2009

■中途採用
■定期採用
●障がい者雇用率

■産前産後休暇
■育児休暇

採用実績/障がい者雇用率
（単位：％）
（単位：人）

1.4
1.7 1.8

2

3

4

33 28
18

49

27 30

82

55 48

2007 2008 2009

（単位：％）

（年度）

有給休暇取得率

55.0
58.5

53.6 54.8

20102010

1

2

3 3

2

2010
5

30
35

1.5

2011

2 2

58.0

2011 2011
8
21

29

1.5

の動機づけや問題解決等をテーマとした
集合研修、管理職層に対しては部下管理
のためのヒューマンスキルや、マネジメ
ントスキル向上を目的とした集合研修や
通信教育を、中堅社員に対しては、専門的
なスキル習得のための職種別研修を行っ
ています。2012年は、営業担当者のコ
ミュニケーション能力の向上とセールス
力の強化を図るため、2011年に続き「営
業担当者向け社内研修」を実施しました。
当社のお取引先様や、社内、製造部門の責
任者、ディスクロージャー研究部門の専
門スタッフ等を講師として、実務に対応
したプログラムとして行いました。

●採用実績／障がい者の雇用促進
2011年度の採用実績は、定期採用8名、
中途採用21名の合計29名となりました。
また、定年（60歳）を迎えた社員について
は、雇用延長制度を積極的に活用し、嘱託
社員として再雇用しています。60歳以上
の嘱託社員は、約40名と全体の約6%と
なっています。また、障がいのある方がい
きいきと働ける職場づくりを目指し、障
がい者雇用に継続的に取り組んでいます。
2011年度の障がい者雇用率は約1.5％と
前年度同様となりました。

　社員が心身ともに健全な状態で、安心
して働ける職場環境づくりを目的に、定
期的に労働安全衛生に関する委員会を開
催しています。
　社員の健康管理については、定期健康
診断、産業医による健康相談等を実施し
ているほか、メンタルヘルスでは、産業医
や臨床心理士による研修や臨床心理士に
よる定期的なカウンセリングを実施して
います。一方、「和交会」を社員代表で組織
し、社員の融和親睦、文化・体育等の福利
増進を図っています。

　社員が働きやすい職場環境を目指し、
ワークライフバランスのためのしくみづ
くりを進めています。
　2011年に導入・見直しした時間短縮勤
務制度に続き、2012年は、半休取得ルール
の見直し（年間6回から20回取得に拡大）
を行い、社員が育児や介護等の時間に対応
しやすくなるように配慮しました。また、
社員の早期の健康回復と復職を促すため
の休職制度の見直しや休暇を取得しやす
いように結婚休暇取得ルールの見直し等
も実施しました。

●プロフェッショナル人事制度、
　評価制度　

「プロフェッショナル集団」を目指し、
社員がより意欲的に能力を発揮できる
風土づくりのため、制度改革を進めて
います。2012年は、従来の複線型の人事
制度を見直し、「顧客第一主義」の原点に
立ち、社員全員がプロフェッショナルに
なることを目指した新人事制度を導入
しました。従来の2つの社員区分を1つの
区分に統合したうえで、専門職として適
性の高い社員は「エキスパート」に、マネ
ジメント職として適性の高い社員は

「チームリーダー」に任命します。さらに
それぞれの能力の発揮度に見合った職
位を発令していきます。
評価制度としては、部署の目標に対応し
た個人目標の達成状況を半期ごとに評価
する「業務計画書」を活用し、業績評価、能
力評価、役割評価の3つの視点から等級別
に行い、処遇に反映しています。また、上
司に対する人事評価研修を半期に1度実
施しています。
●階層に応じた教育制度　
人事制度の階層に対応し、体系的かつ中
長期的な視点で社員教育を実施していま
す。昇格者に対しては、リーダー職として

人事制度とそれに連動
した評価制度、教育制度

労働安全衛生面・
福利厚生面の充実

ワークライフバランス
雇用の状況

人 権 と 人 財 の 尊 重

私たちの取り組み
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業務の見直し、点検を
通じた環境保全活動
を現場レベルで
進めています。

職場環境と地域社会の
環境にも配慮した
取り組みを続ける

製造第１グループ 印刷・製本チーム

前野 茂承
当社は、「プロネクサスの森」での森林資源保護活動やFSC認証紙
の使用を奨励しています。印刷工程では、刷り色を安定させる試し
刷り用や製本加工での折の確認用、本としての仕上がりの確認を
するため等、多くの予備の用紙が必要です。この用紙を削減するた
めに、社員のスキルアップ、機械の整備保全や機械調整の改善を
行っています。印刷後の不要な用紙は、白い用紙、色紙、梱包資材等、
専用の分別カゴに入れてリサイクルしています。これからもムダ
を減らし、分別を徹底して環境保全に努めていきます。

製造第２グループ IS・証券チーム

松丸 祐貴
印刷会社では通常様々な有機溶剤を使用しますが、戸田工場では
第三種の有機溶剤を使用し、その含有率も2％と非常に少ないも
のです。これ以外にも環境に配慮した化学物質を使用しています。
EMS認証を取得している工場として、VOC抑制のため、溶剤や汚
れたウエスを保管する容器の蓋閉めを行い、溶剤の空き缶や汚れ
たウエスも再利用するための密閉分別を行っています。印刷製本
工程では、フレッシュエアーによる換気をはじめ十分な換気をし
ています。今後も、職場環境と地域社会の環境にも配慮した取り
組みを続けていきます。

私たちの取り組み

環境保全活動と
社会貢献
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環境理念

環境方針

当社は「企業のディスクロージャーとIRを総合的に支援する専門会社」として、環境に優
しい事業活動を継続的に行い、社会に貢献いたします。

1. �自らの環境方針にもとづき、環境目的、目標を定め、定期的に見直しを行い継続的に
改善いたします。

2. �事業活動に伴う環境側面を把握し、エネルギー及び資源の効率的な活用と汚染の予
防に努めます。特に次の事項について重点的に取り組みます。

　 1 ） 資源の有効利用（ 廃棄物の削減・再使用・再生利用 ）
　 2 ） エネルギーと使用資材の有効活用（ CO2削減 ）
　 3 ） 化学物質の適正管理
　 4 ） グリーン購入及び森林認証用紙使用の促進（生物多様性への寄与 ）
　 5 ） ムダの排除による環境負荷の低減
　 6 ） 「プロネクサスの森」づくりを通した森林資源の保護

3. �環境に優しいものづくりの仕組みを構築し、発展させます。

4. �当社の環境側面に適用される法令及び業界の自主基準である日印産連「オフセット
印刷サービスグリーン基準」等その他要求事項を遵守し、事業活動を展開します。

5. �すべての社員及び協力会社の社員に対し環境方針を周知し、全員が積極的に環境保
全活動に参加します。

6. �環境方針は当社ホームページを通じて、一般に公開します。

代表取締役社長　上野　剛史　2011年3月7日

PDCAサイクルによる
自律的な環境保全活動
　当社は、2009年に全社拡大認証を取
得したISO14001/2004に基づく環境
マネジメントシステム（EMS）を構築し、
PDCAサイクルによる継続的な改善を
図っています。
　本社（営業・管理部門）と戸田工場（製造
部門）の各エリアで活動を推進し、環境保
全に関する課題の明確化、目標設定、推進
計画の立案、実行、レビューを行っていま
す。戸田工場では、環境管理責任者をメン
バーとした「環境委員会」を毎月1回開催
し、環境管理責任者は各部門単位の自律
的な活動をリードしています。
　また、部門単位の活動の進捗を確認す
るため、監査室が毎年の内部監査を実施
し、その結果を部門にフィードバックす
るとともに経営陣にも報告しています。

【戸田工場における取り組み】
●緑化対策
地域住民や景観を考慮した緑化対策を
行っています。道路沿いや隣地境界の植
樹や建屋壁面に緑化を施し、工場内温度
の低下、省エネルギーに寄与するととも
に、道路沿いの緑地帯に外灯を設置し、
地域の防犯対策としても役立てていま
す。また、2012年6月、埼玉県の「ふるさ
と埼玉の緑を守り育てる条例」に基づく
緑地計画を認定する制度に申請し、第4
回優良緑化計画認定者として認定証を
授与されました。
●騒音測定、水質検査
戸田工場は準工業地域に位置するもの
の、建屋正面に住宅が立ち並んでいるこ
とから、地域住民や環境への配慮は非常
に重要です。自主的な騒音対策として、
繁忙期となる時期に建屋外部（敷地境界

線等）において、10箇所の測定ポイント
で朝、日中、夜、深夜と４回測定し記録し
ています。水質については、最終枡に排
出される水を採取して検査機関に持ち
込み、排出された水が適正であるか検査
しています。
●省エネルギー対策
電力を監視するソフトを工場稼動以来導
入し、使用電力の「見える化」と電力量の
コントロール、社員の節電意識の向上に
役立てています。
また、不要および待機状態にある電気設
備の電源オフを徹底し、さらに、設備や 
機器のメンテナンス、運用方法の見直し
を適切かつ定期的に実施してロスを削減
しています。照明については、使用してい
ないエリアの消灯の徹底、工場内の照明
の間引きを安全作業を維持しつつ実施し

ています。
●用紙の削減、廃棄物の適正処理
印刷・製本加工で使用する予備の用紙の
削減に努めています。用紙の投入量を減
少させることでゼロエミッションの目標
維持が難しくなるため、一般可燃ごみと
リサイクル用紙の分別をさらに徹底し、
目標達成に努めています。
廃棄物についても、分別方法を明示し、
分別回収の促進、リサイクルを推進して
います。最も多い紙くずは現場から集塵
機のパイプを通して回収し、集塵室で圧
縮ブロック状にしたものをリサイクル
しています。
●環境配慮型資材の使用促進
主要資材である用紙、印刷インキの調達
において、環境配慮型製品を積極的に導
入しています。用紙においては、FSC®認

私たちの取り組み

環 境 保 全 活 動 と 社 会 貢 献

環境保全への
具体的な取り組み
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CSR環境実績表

※5 ゼロエミッション ： 廃棄物の再資源化が98%以上の状態。（環境マニュアルで定義）

廃棄物分別の状況 （2004年度を100とした指数）

2004
年度

2005
年度

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

産業廃棄物総排出量 100 110 115 109 95 105 99 107

産業廃棄物再利用量 100 112 121 115 100 111 103 112

焼却処理量 100 78 25 18 12 17 22 13

再資源化率 （単位：%）

2004
年度

2005
年度

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

再資源化率 94.3 96.0 98.8 99.1 99.3 99.1 98.7 99.3

エコインキ・エコ用紙使用率 （単位：%）

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

エコインキ使用率 96.5 98.0 95.6 80.6 84.2

エコ用紙使用率 39.9 46.1 62.0 73.8 36.4

環境目的 2011年度環境目標 2011年度の取り組み実績 2012年度環境目標

ゼロ
エミッション
の達成

ゼロエミッション99%台の維持継続 ゼロエミッション99.3％ ゼロエミッション99%台の維持

再資源化+焼却の2区分化継続 2010年度比：66.0% 再資源化+焼却の2区分化継続

使用資材の削減
●PS版損版率を2010年度より低減
　2011年度目標：1.4％
●CTP化率の維持
　 2011年度目標：96.0％

2011年度実績：0.66%

2011年度実績：98.0%

使用資材の削減
●PS版損版率の維持

●CTP化率の維持

環境に優しい
工場を目指す

環境法令・条例の遵守、自主規制の遵守
1. 法令・条例違反ゼロ
2. 工場における工程別使用エネルギーの把握
3. 電子マニフェスト適正管理
4. 共同ビル協議事項違反ゼロ

1. 法令・条例違反ゼロ
2. 工場における工程別使用エネルギーの把握
3. 電子マニフェスト適正管理
4. 共同ビル協議事項違反ゼロ

環境法令・条例の遵守、自主規制の遵守
1. 法令・条例違反ゼロ
2. 工場における工程別使用エネルギーの把握
3. 電子マニフェスト適正管理
4. 共同ビル協議事項違反ゼロ

グリーンプリンティング認定維持
●評価点
　2011年度目標：119/126点

　2011年度実績：142/158点
（デジタル印刷部門認定範囲拡大認定取得）

グリーンプリンティング認定維持
●評価点
　2012年度目標：142/158点

（※5）

証制度（※1）におけるCOC認証を2006年
2月に取得して以降、お客様にFSC®認証
紙の使用を推奨し、2011年度は全体の
用紙使用量の31.6％（※2）をFSC®認証紙
にしました。印刷インキは、植物油由来
の環境配慮型インキ（※3）の使用を前提と
し、全体のインキ使用量の84.2％が環境
配慮型インキとなりました。
また、製造部門においては2006年12月
に（社）日本印刷産業連合会が制定した

グリーンプリンティング認定制度（※4）の
工場認定を取得しています。
※1 FSC®認証制度 ： 適切な森林管理と基準を設けて対
象森林を認証するFM認証と認証材が混入しないよう適
切な管理を行うCOC認証からなる。

※2 震災の影響による製造の減少が主要因。

※3 環境配慮型インキ ： 鉱物油部分を大豆等植物油に
置換したインキや高沸点石油系溶剤を植物油に置換し
1%未満にしたノンVOCインキ。

※4 グリーンプリンティング認定制度 ： 日本印刷産業
連合会が認定機関となり、印刷関連事業者の「環境保全
活動への取り組み」を審査し認定する制度。

【本社における取り組み】
　本社においても、事務用品・備品等の
廃棄物の分別回収、リサイクルを推進す
るとともに節電を中心とした省エネル
ギー対策を実施しています。入居してい
る汐留ビルディングが省エネルギータ
イプであることに加え、2012年も当社
としての取り組みを推進しました。
●空調機のコントロール
無駄な温度調整を行わないために室温を
一定に設定するだけでなく、外気処理空
調機をコントロールし運転負荷を軽減し
ました。
●PCスタンバイモードの推奨
社員が離席する際は省電力モードに各
自設定しています。
●照明器具の一部間引き
使用照明全体の12％以上の管球の撤去
を継続実施しました。
●クールビズ
クールビズ期間を昨年より1ヶ月延長し
ました。
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チームが牽引するプロネ
クサスの社会貢献活動

企業として取り組む社会貢献活動

大規模災害への支援や国際貢献 プロネクサス総合研究所

　当社は2010年4月より、当社CSRの5
つめのテーマである「環境保全活動と社
会貢献」の活動を活性化させるため、各
部門から選出されたCSR推進委員会メ
ンバーを課題ごとに5つのチームに編成
し、社員参加型の社会貢献活動を進めて
きました。
　2年経過した2012年4月からは、活動
のレビューに基づき、地方拠点を独立さ
せる形でチームを再編し、さらに「啓
蒙・PR」の課題は、CSR事務局管轄とし
ました。現在、8つのチーム制のもと、社
員が自主的な活動をそれぞれの場で展
開しています。
　当社は今後とも、より多くの社員が
CSRの課題に対する関心と理解を深め、
積極的に参加するよう体制を柔軟に見
直しながら、しくみづくりやルールづく
りを進めていきます。

　企業市民としての国際的な視野に立った社会貢献活動の一環と
して、当社は日本赤十字社やNPO法人を通じた寄付を継続的に
行っています。
　2012年は、東日本大震災の被災地・被災者への継続支援として、
震災からの復興が長期に及ぶことに鑑み、今後の東北復興を担う
子供達を応援するため、「東日本大震災ふくしまこども寄付金」「東
日本大震災みやぎこども育英募金」「いわての学び希望基金」に寄
付しました。
　また、日本赤十字社に対しては、恒常的に推進している災害救護
や国際救援活動事業、人道的活動などへの支援としての寄付を
2012年も継続して実施しました。

　プロネクサス総合研究所は、企業ディス
クロージャーに関する基礎研究・実務研究
を行い、活動を通じて資本市場の発展に資
することを目標としています。主な活動は
常設の研究会であるディスクロージャー基
本問題研究会での研究報告や意見表明、学会セミナーの事務局、各
種開示事例の調査研究等です。
　調査研究では、引き続き、「株主通信」や「招集通知」の実態調査を
実施しました。また、若手研究者育成の一助となることを目的に
2009年より開始した「プロネクサス懸賞論文」も本年で4回目の
募集となり、審査の結果、優秀賞1本、佳作1本を選定しました。

プロネクサスの社会貢献活動を推進する8つのチーム

新入社員等、若い世代の活動への巻き込み企画チーム

所在地に密着したボランティア活動の検討ＡＳＰＣチーム

営業所周辺地域の美化活動を中心に活動名古屋チーム

支店周辺地域の美化活動を中心に活動大阪チーム

戸田工場を拠点とした地域貢献活動を推進戸田工場チーム

教育的な視点からのボランティア活動を検討教育ボランティアチーム

東京都港区の地域貢献活動を行う地域貢献・港区チーム

プロネクサスの森林資源保護活動を推進森林・ファミリーチーム

各チームのリーダー
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森林・ファミリーチーム

　当社は、公益財団法人オイスカ、山梨
県道志村、森林所有者との協働事業とし
て、山梨県道志村に「プロネクサスの森」
を設置し、森林資源保護活動を推進して
います。2011年4月から、社員がボラン
ティアで間伐体験を行う現地での活動
を本格的に開始し、2012年も、4月と12
月に社員有志による間伐や集材を主と
したイベント、8月にはレクリエーショ
ンを含むファミリー参加型イベントを
実施しました。
　また、道志村のNPO法人や林業関係者
に定期的な間伐・枝打ち作業や測量など
を委託し、年間を通じた森林整備活動を
継続しています。

動作や機械の使い方などを現地にて学
び、実践しました。参加者一人ひとりが、
森林整備の重要性をあらためて認識す
るとともに、作業ノウハウを身につける
ことができました。

　「プロネクサスの森」の整備は、5年間
の計画に基づき、1年ごとの作業対象エ
リアを決めて、測量を含めた専門的見地
から作業を進めています。また、間伐さ
れた材は森林所有者の理解のもと有効
活用し、道志村の林業の循環に寄与する
ことを目指します。現在、「プロネクサス
の森」で間伐された材の一部は、道志村
内の温泉の燃料として活用されていま
す。今後は「木netやまなし推進協議会」
が進めるプロジェクトへの参加や、社員
の啓発や森林資源保護活動のPRを目的
に間伐材を利用した文房具などの作製
を検討しています。

　「プロネクサスの森」現地での間伐体験
や間伐材を使ったテーブル、ベンチづく
りにバーベキューやスイカ割りなどを加
えたファミリーイベントを実施しました。
　昨年に続き、当社社員とその家族、オ
イスカや道志村のスタッフ、総勢約70
名が参加した盛大なイベントとなりま
した。大人も子供も楽しみながら体験す
ることで、森林資源保護活動の重要性を
理解し、自分達の森を守るという意識を
高めることができました。

　森林・ファミリーチームメンバーと有
志による、間伐や集材作業を主とした活
動を4月と12月に実施しました。道志村
のNPO法人スタッフの指導のもと、間
伐の基礎知識や作業手順、集材作業上の

「プロネクサスの森」第2回
ファミリーイベントを
開催

有志による
整備活動を継続

計画的な作業実施と
材の有効活用検討
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地域貢献・港区チーム

　地域貢献・港区チームは、本社所在地
である東京都港区について理解を深め
るとともに、区が主催するボランティア
活動への参加や、自主企画の活動を推進
しています。また、チームメンバーが企
画・運営するイントラネットの社員向け
情報サイト「みんなとみなと」で港区の
紹介や活動報告を継続的に行い、社員へ
の地域貢献活動の啓蒙に努めています。

　港区内の環境保全に関連する施設見学
と し て、2012年 は、「 芝 浦 水 再 生 セ ン
ター」を訪問しました。東京で3番目に古
く、広大な処理区域を対象とするこの水
再生センターでは、下水をろ過やオゾン
処理した後、トイレ用水等として港区を
含めた広域エリアに供給しています。ま

た、「ハマサイト打ち水大作戦」（後述）の
打ち水用の用水としても提供いただいて
います。

■「やめよう!歩行喫煙キャンペーン」に、
2012年も2回参加しました（当社の参
加は通算4回目）。10月の活動では、チー
ムの新メンバーも全員参加し、本社入居
ビル周辺の清掃活動や、通行人への歩行
喫煙禁止の呼びかけを大勢の参加者と
ともに行いました。

■港区ボランティアセンターが実施して
いる、港区内のひとり暮らしの高齢者へ
暑中見舞いはがきと年賀はがきを送る活
動を継続しています。2012年も、社員や
その子供が書いたイラスト入りの暑中見

舞いはがき・年賀はがき、各100枚以上を
港区ボランティアセンターに届けました。
また、「みんなとみなと」で、はがきコンテ
ストを独自に企画し、社員への結果報告
を行っています。

■2012年も「みなと環境にやさしい事
業者会議」（以下、mecc）が定例で開催
している夏のキャンペーン「打ち水大作
戦」を、ｍeccとその会員企業様数社と
共催で企画・運営しました。毎年夏に港
区で催されるイベント会場の一つとし
て、本社入居ビル前の広場を会場に「ハ
マサイト打ち水大作戦」を実施しました。
当社社員、近隣事業所社員、住民が多数
参加し、総勢約350名の盛況となりまし
た。当社はこのイベントのポスター印刷
と備品輸送用トラックを提供しました。
　さらに、mecc主催の「企業と環境展
2012」への広告出稿、イベントへの参加
など、様々な活動に自発的に取り組みま
した。

「芝浦水再生センター」の
見学

港区が主催する
各種イベントに参加
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教育ボランティアチーム

　教育ボランティアチームでは、地域に
おける当社らしい教育的視点に基づい
たボランティア活動を検討しています。

　2012年8月 に は、2011年 か ら 開 始
した戸田工場における「工場見学会」の
3回目を戸田工場チームと協働で実施
しました。地域の小学生とその保護者
を対象に、工場紹介のスライド上映、製
品紹介、テキストづくり、生産ラインの
見学など、印刷について多面的に学ぶ
ことのできるプログラムを自主企画・
運営しました。子供も大人も楽しみな
がら印刷について学び、社員も地域の
子供達や保護者と交流できる良い機会
になりました。今後は、地域の中学生も
対象とした「工場見学会」を検討してい
ます。

　教育ボランティアチームは、2012年
から、チームメンバーを、「工場見学会
チーム」と「調査・企画チーム」に再編し
新たな体制のもとでの取り組みを進め
ています。
　「工場見学会チーム」は、戸田工場の工
場見学会について参加者対象者の拡大
や企画内容の充実を検討し、戸田工場
チームとの情報交換を通じた地域への
働きかけを強めています。また、新メン
バーを中心とした「調査・企画チーム」は、
企業が進める教育的見地からのボラン
ティア活動を調査・研究し、当社ができ
る活動を模索しています。例えば、当社
は、お客様企業の担当者をはじめ総務、
経理、人事部門等を対象に様々なテーマ
のセミナーを開催していますが、こうし
たサービス提供を活用し、高校の学習内
容とも関連の深いセミナーへの無料招
待などを検討しています。

　2012年11月、戸 田 工 場 で 不 要 に
なった大判の印刷用紙、残紙を活用し
て作製したお絵かき帳やメモ帳などを、
東京都港区にあるインターナショナル
スクールの幼稚園に寄付しました。
　この幼稚園では、園児の美術教育や幼
稚園の年次報告書に掲載する図工作品
を作成するため、大判サイズの用紙や材
料となる廃品を港区内の事業所に募集
しており、この度、これに応じたもので
す。園児とのふれあいや園長先生、ス
タッフとの交流を通じて、教育的にはさ
さやかな活動でも実践することの重要
さを再認識しました。

チームの役割分担を
明確にした活動を推進

港区内の幼稚園に
印刷用紙で作製した
ノート類を提供

工場見学会の開催
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戸田工場チーム

　戸田工場では、2010年8月の稼動開始
以降、地域との交流や地域貢献を課題に、
様々な活動を継続してきましたが、2012
年4月から、「戸田工場チーム」として、よ
り社員参加型の活動を拡大しています。

　2010年より、定期的な活動として社
員有志による工場周辺地区の清掃活動、
南原町の防犯パトロールへの定期参加
や盆踊り大会への協賛、戸田ふるさと祭
りへの協賛、さらには、南原町会メン
バーとしての戸田市民体育祭への出場
等を継続実施し、地域住民との交流、相
互理解を深めています。今後は、他の町
会や施設、学校など、対象範囲を広げた
交流や活動支援も検討しています。

　当社は、工場が東京都港区虎ノ門に所
在していた頃から、印刷工程で不要と
なった用紙（残紙）を無駄にしないため、
地域の施設などに寄付してきました。残
紙は、色上質紙の厚口が多く、子供の図
画工作などに有効活用いただけます。
　2012年も、戸田工場が日頃から交流
を深めている南原町会に寄付し、町会や
子供会のイベント用としてご活用いた
だきました。また、南原町会は、戸田市社
会福祉協議会の南原支部として住民を
対象にした子育てサロンなどを開催し
ていますが、そこでも活用いただけるよ
う、この度、残紙の色紙やノート類を戸
田市社会福祉協議会に寄贈しました。

地域密着型の活動を
継続

町会や社会福祉協議会に
印刷用の「残紙」を寄付

　工場付近に所在する福祉施設に工場で
収集したペットボトルのキャップ、約
8,000個を提供しました。これは、南原町
会が従来進めていた活動に当社も地域貢
献活動のひとつとして協力したものです。

　2012年4月、戸田工場では、洪水災害
時の緊急一時避難場所として工場建屋
を提供することについて南原町会と覚
書を取り交わしました。これは洪水災害
時の住民の避難に協力する「まかせて会
員」に登録し、企業市民としての役割を
果たすものです。

地域の福祉施設に
ペットボトルの
キャップを提供

洪水災害時の
緊急一時避難場所に
関する覚書締結
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大阪チーム・
名古屋チームの活動

大阪・名古屋・ASPC（アスプコミュニケーションズ）チーム

その他の活動

　大阪市中央区役所が進める環境浄化
活動「みんなでクリーン! ゆめちゅうお
う」に賛同し、2012年4月から毎月1回
定期的に、大阪支店が入居する大阪証券
取引所ビル周辺の清掃活動を行ってい
ます。社員全員に参加を呼びかけ、毎回
参加メンバーが増加しています。
　また、従来進めていたエコキャップ運
動を継続し、エコキャップの発送事務を
効率化しました。この他、ビル防災訓練
に際してのAED使用方法の社員教育や、
応急手当のWebでの講習会実施などを
今後の課題として検討しています。
　名古屋チームでも、身近な取り組みと
して営業所周辺の清掃活動を検討し、ビ

　企画チームでは、若手社員へのCSRの
啓蒙や活動への参加を促すための具体
的な取り組みを検討しています。
　隔週の定例ミーティングを開催し、
チームメンバーによるCSR報告書の勉
強会や社員へのアンケート調査を行い
社員にフィードバックしています。
　2012年は、社員が気軽に参加できる
活動としてベルマー
ク収集活動を開始し、
ポスターや回収ボッ
クスを設置しました。

ル管理会社との実施範囲等の調整を行
いました。

　地域性に適応し、継続できる活動を富
山県や富山市の社会福祉協議会等から情
報収集しながら模索しています。
　2012年８月には、事業所正面入り口に
AEDを設置して、AED操作研修とあわせ
て救命救急講習会を実施し、社員の啓発・
教育を行いました。
　また、株式会社アスプコミュニケー
ションズは、女性社員が約6割を占めるこ
とから、ピンクリボン活動の一環として
自動販売機での購入を通じた募金活動を
検討しています。この他、継続実施してい
るエコキャップ運動として、7月に約
32,000個を送付しました。

　CSR活動を全社的に拡大するため、広
報業務、委員会や事務局会議等の運営、
各事業所におけるCSR活動のサポート
等を行っています。社内イントラネット
での「CSRサイト」の定期更新をはじめ、
CSRレポートの作成、年4回のCSR推進
委員会開催、各事業所へのCSR関連情報
の提供や実務サポートにより、社員への
CSR啓蒙と活動への参加を促進してい
ます。
　2012年は、各チームから「企画・制作
メ ン バ ー」を 選 出 し、CSRレ ポ ー ト や
CSRサイトの企画内容を再検討して今
後の改善につなげました。

ASPCチームの活動

CSR事務局の活動
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社員が中心となって取り組む社会貢献活動を
始めてから、2012年は3年目にあたります。振
り返るにはまだ早いのですが、この3年間の歩
みは、当社CSR活動史の中で非常に大きなマイ

ルストーンであったと言っても良いと思います。2012年は、戸
田工場、大阪支店、名古屋営業所、そしてアスプコミュニケー
ションズと各拠点でのチームの活動がスタートしました。1年
目の実績として全て良しというわけではありませんが、チーム
メンバー一人ひとりが「自分たちができることは何か」を真剣
に考え、第一歩を踏み出したという点では評価すべき年であっ

たと思います。チームの活動の中には、なかなか計画どおりに
進まない部分もありますが、焦ることなく、時には軌道を修正
しながら、着実に活動を積み重ね、続けていくことが何よりも
重要だと思います。先日、教育ボランティアチームメンバーと
東京都港区の幼稚園を訪問しました。戸田工場で作成したノー
トやメモ帳をお届けするささやかな行為でしたが、受け取った
園児達の笑顔がとても印象的で、あたたかい気持ちになれまし
た。末筆ながら、多忙な業務を調整しながら活動した大勢の社
員に敬意を表するとともに、取材・編集にご協力いただいた
方々に心よりお礼申し上げます。

会社概要  （2012年9月30日現在）

商 号 株式会社プロネクサス
創 業 1930年12月15日
設 立 1947年5月1日
資 本 金 30億5,865万500円
主な事業内容 ディスクロージャー・IR実務に係る総合的支援サービス
従 業 員 数 897名（連結）　598名（単体）

主な事業所および工場

本 社 東京都港区海岸一丁目2番20号 
汐留ビルディング

大 阪 支 店 大阪市中央区北浜一丁目8番16号 
大阪証券取引所ビル

札 幌 営 業 所 札幌市中央区北二条西三丁目1番地 
敷島ビル

名古屋営業所 名古屋市中区錦二丁目12番14号 
MANHYO第一ビル

広 島 営 業 所 広島市中区鉄砲町1番20号 
第3ウエノヤビル

福 岡 営 業 所 福岡市中央区天神二丁目8番30号 
福岡天神第一生命ビル

戸 田 工 場 埼玉県戸田市南町6番7号

グループ会社 （2012年9月30日現在）

株式会社アスプコミュニケーションズ　製品の文字処理および情報処理
株式会社 a2media　IR製品の企画制作業務
日本財務翻訳株式会社　開示書類の英文翻訳業務

編集後記

沿　　革

1930年12月 株券印刷の専業会社として当社の前身にあたる
亜細亜商会を創業

1947年  5月 株券、証券の印刷を目的として
亜細亜証券印刷株式会社を設立

1957年  7月 各証券取引所より上場会社の適格株券印刷会社として
確認を得る

1978年  4月 株券印刷専門会社から、株主総会関係書類をはじめと
する商法関連書類の印刷専門会社に事業を拡大

1985年  4月 有価証券印刷、商法関連書類に加え、上場、決算、
ファイナンスなど証券取引法関連開示書類を開拓、

「ディスクロージャー・ビジネス」として事業分野を拡大
1989年12月 文字処理体制強化のため、富山市に

株式会社アスプコミュニケーションズを設立
1994年  7月 日本証券業協会に株式を店頭登録
1996年  9月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場
2001年  3月 株式会社アスプコミュニケーションズ内に高セキュリティ

データ処理センター「ASP情報センター」を構築

2002年  8月 IR事業拡充のため、IRツールの企画制作を行う
株式会社 a2mediaを設立

2004年  9月 東京証券取引所市場第一部銘柄の指定を受ける
2006年10月 株式会社プロネクサス（英文名 PRONEXUS INC.）に

商号変更
2006年12月 財務資料専門の翻訳会社、日本財務翻訳株式会社を

合弁で設立
2008年  2月 本社事務所を東京都港区海岸一丁目に移転
2008年  7月 開示書類作成支援システム「PRONEXUS WORKS」の

サービス提供開始
2009年  4月 ISO27001、ISO9001、ISO14001の

「統合マネジメントシステム」認証を全社範囲で取得
2010年10月 JISQ15001：2006 再取得
2010年12月 創業80周年
2011年  6月 投資信託書類作成支援システム「PRONEXUS FUND 

DOCUMENT SYSTEM」サービス開始
2011年  6月 中期経営計画2011発表
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（2012年12月発行）

株式会社プロネクサス
〒105-0022　東京都港区海岸1-2-20 汐留ビルディング 5階
お問い合わせ先：社長室（TEL：03-5777-3145）

証券コード： 7893（東証一部）
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みなさまとの
絆を何よりも
大切に

プロネクサスグループ
CSR報告書


